


～いのちと人間の尊厳を守る
「選択肢」を～

市民連合

（安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合）



はじめに
私たちは「市民連合」です。

２０１５年の安保法制反対運動以来、安保法制の
廃止と、立憲主義の回復、個人の尊厳を擁護する
政治の実現を求めてきました。

新型コロナウイルス感染症の広がりの中、政権が
打つ対策はことごとく的外れで、今日の蔓延を招
いています。

人間の尊厳を顧みず、為政者の自己正当化のため
に情報隠しを行ってきた前安倍内閣とそれに続く
菅内閣では、当然のことかもしれません。



はじめに

私たちは、今こそ「法と道理に基づいて人間のいのち
と尊厳を守る政治」が必要だと考え、来る衆議院総選
挙こそ、そのための大きなチャンスだと考えます。

政治の最大の使命は、いのちと暮らしの選別を許さな
いことにあります。

新型コロナウイルス危機のさなかで注目をあびた、医
療、介護福祉の人たち。「この人たちがいないと社会
は回らない」エッセンシャルワーカーが、今までの３
０年間、過酷な労働を強いられてきたことも知られる
ようになりました。

現政権がもたらした、富の不平等の象徴です。



はじめに

一人ひとりの人間の尊厳、ジェンダー平等をはじめ
とする互いの平等を大切にする社会。

そして全ての働く人々が人間らしい生活を保証され
る社会を作りたい。

それを実現する大きな機会が、次回の総選挙にあり
ます。

私たちには、「実現したい１５の政策」があります。

この政策の実現に力を尽くしてくれる政党こそ、政
権につくべきだと考えます。

みなさんも一緒に考えてください。



Ⅰ
憲法に基づく政治と主権者に奉仕する政府の確立

①立憲主義の再構築
②民主主義の再生
③透明性のある公正な政府の確立

生命、生活を尊重する社会経済システムの構築
④利益追求・効率至上主義（新自由主義）からの転換
⑤自己責任社会から責任ある政府のもとで支えあう社会への転換
⑥いのちを最優先する政策の展開
⑦週40時間働けば人間らしい生活ができる社会の実現
⑧子ども・教育予算の大胆な充実

地球的課題を解決する新たな社会経済システムの創造
⑨ジェンダー平等に基づく誰もが尊重される社会の実現
⑩分散ネットワーク型の産業構造と多様な地域社会の創造
⑪原発のない社会と自然エネルギーによるグリーンリカバリー
⑫持続可能な農林水産業の支援

世界の中で生きる平和国家日本の道を再確認する
⑬平和国家として国際協調体制を積極的に推進し、実効性ある国際秩序の構築をめざす
⑭沖縄県民の尊厳の尊重
⑮東アジアの共生、平和、非核化
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Ⅰ
憲法に基づく政治と主権者に奉仕
する政府の確立

①立憲主義の再構築
②民主主義の再生
③透明性のある公正な政府の確立

国民の権利と自由は「憲法」によって守られています。
しかし政権与党は、自分たちの都合で勝手に解釈を変更して、国民
の意思に反した政治を行っています。















Ⅱ
生命、生活を尊重する社会経済シス
テムの構築

④利益追求・効率至上主義（新自由主義）からの転換
⑤自己責任社会から責任ある政府のもとで支えあう社会への転換
⑥いのちを最優先する政策の展開
⑦週40時間働けば人間らしい生活ができる社会の実現
⑧子ども・教育予算の大胆な充実

政治の最大の使命は、「全ての国民のいのちと暮らしを守る」こ
とにあるはずです。でもコロナ禍で見えてきたように、現状は
「平等に守られている」とは言えません。























Ⅲ
地球的課題を解決する
新たな社会経済システムの創造

⑨ジェンダー平等に基づく誰もが尊重される社会の実現

⑩分散ネットワーク型の産業構造と多様な地域社会の創造

⑪原発のない社会と自然エネルギーによるグリーンリカバリー

⑫持続可能な農林水産業の支援

今や地球規模で取り組まなければ取り返しのつかない問題が
山積みです。真正面から受け止め、手を打っていける政府で
なければなりません。



















Ⅳ
世界の中で生きる平和国家日本の道
を再確認する

⑬平和国家として国際協調体制を積極的に推進し、

実効性ある国際秩序の構築をめざす

⑭沖縄県民の尊厳の尊重

⑮東アジアの共生、平和、非核化

戦争・紛争の絶えない世界の中で、平和憲法を持つ日本だから
こそ、世界平和に貢献する独自の方法があるはずです。















市民連合とは

安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合、通称「市民連合」は、
安保法制の廃止と立憲主義の回復、そして個人の尊厳を擁護する政治の実現
を目指す、市民のプラットフォームです。
２０１５年の夏、平和主義の考えとは相容れない安保関連法案の成立を狙

う当時の安倍政権に対して、全国各地で多くの市民が反対の声を上げ、国会
議事堂前には、１０万人以上の人が足を運んだ日もありました。
連日の抗議にもかかわらず、安倍政権は９月１９日に安保関連法案を成立

させます。そんな中、市民から「選挙で変えよう」や「野党は共闘」という
声が上がります。翌２０１６年７月に控えた参院選で、安倍政権に対してＮ
Ｏを突きつけるためにも、野党は協力して闘ってほしいというのが、路上で
声を上げた多くの市民の願いでした。



そして２０１６年参議院選挙、２０１７年衆議院選挙、２０１９年参議院選
挙と立憲野党と市民連合で「政策合意」を形成し、それぞれの選挙戦を戦って
きました。安倍首相を引き継いだ菅・自公政権は、立憲主義破壊・憲法破壊・
権力の私物化・貧困と格差の拡大・コロナ対策の失態・沖縄基地建設強行など
も続け、立憲野党や多くの市民や市民団体の反撃を受け、大きく揺れています。

市民連合は、菅・自公政権の政策転換・政権交代をめざす闘いの一翼を担う
べく、全力で取り組んでいます。今年２０２１年の衆院選でも、全国各地の市
民運動との連携をより強化し、野党共闘の取り組みを後押しするとともに、個
人の尊厳を擁護する政治をいっそう具体化していくために立憲野党との政策協
議を進めていきます。

しかし野党共闘に向けた政党間の協議はなかなか進みま
せん。そこで、まずは市民が広く連帯することで、市民
が野党共闘をリードしようという考えが生まれ、２０１
５年１２月に発足したのが、市民連合です。



呼びかけ団体（有志）

●戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会
●安全保障関連法に反対する学者の会
●安保関連法に反対するママの会
●立憲デモクラシーの会
●SEALDｓ(2016年9月解散)

市民連合
（安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合）

https://shiminrengo.com/


